
第１回委員会における意見を受けての対応について 

 

 

（１）民間事業者への障害者差別解消法改正の周知、併せて障害者の就労支援、障害者が就

労する事業所等からの物品等調達促進の啓発を行う。 

 

○商工会議所・商工会を通じて一般企業等へ障害者差別解消法改正の啓発チラシを配付

してもらうよう、各商工会議所・商工会へ打診、配付物の準備中。 

○就労継続支援事業所からの物品等調達促進の啓発にあたり、管内の就労継続支援事業

所へ、受注希望内容等確認のためのアンケート照会中。 

・一般企業等からの受注を希望する製品・業務内容の確認 

・対応できる想定数量や受注業務の対応可能地域の範囲 

・その他一般企業への啓発にあたっての留意事項 

 

資料２


